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１  労働市場の動向 

＜ 令和６年１２月分概況 ＞ 

 

１ 求人倍率の状況 

有効求人倍率（季節調整値）については、月間有効求人数、月間有効求職者数ともに減

少し、求人数の減少（前月比1.9%減）が求職者数の減少（前月比1.0%減）を上回ったため、

前月の1.28倍から0.01ポイント低下し、1.27倍となった。  

新規求人倍率（季節調整値）については、新規求人数が減少(前月比5.2%減)し、新規求

職者数が増加(前月比6.0%増)したため、前月の2.46倍から0.26ポイント低下し、2.20倍と

なった。 

 

２ 求人の状況 ※ 

新規求人数（原数値）については、前年同月に比べ8.4%減となった。  

新規求人の動きを産業別に前年同月比でみると、建設業（7.4%減）、製造業（13.2%減）、

情報通信業（5.4%増）、運輸業，郵便業（6.2%減）、卸売業, 小売業（7.5%減）、金融業，

保険業（29.5%増）、不動産業，物品賃貸業（0.8%増）、学術研究，専門・技術サービス業

（8.1%減）、宿泊業，飲食サービス業（17.7%減）、生活関連サービス業，娯楽業（14.9%

減）、医療，福祉（5.1%減）、サービス業（14.6%減）であった。  

製造業は、食料品製造業（18.6%減）、繊維工業（44.6%減）、木材・木製品製造業（32.4%

増）、印刷・同関連業（11.5%減）、プラスチック製品製造業（7.6%減）、窯業・土石製品

製造業（2.9%減）、鉄鋼業(24.6%減）、金属製品製造業（0.6%増）、はん用機械器具製造

業（1.5%減）、生産用機械器具製造業（25.9%減）、電気機械器具製造業（4.0%減）、情報

通信機械器具製造業（35.3%増）、輸送用機械器具製造業（17.2%減）となった。 

月間有効求人数（原数値）は、前年同月に比べ3.0%減となった。 

 

３ 求職の状況 

新規求職者数（原数値）については、前年同月に比べ4.6%減となった。新規求職者（パ

ート除く常用）の内訳を前年同月比でみると定年到達者（1.1%増）、事業主都合離職者（3.0%

増）、自己都合離職者（4.3%減）、在職者（12.4%減）、無業者（4.6%減）であった。  

また、月間有効求職者数（原数値）は、前年同月比0.0%減となった。 

 

４ 就職の状況 

公共職業安定所の紹介による就職件数については3,414件で、前年同月比8.3%減となっ

た。就職率（求職者のうち安定所の紹介で就職した者の割合）は25.3%と、前年同月に比べ

1.0ポイント低下した。 

 

５ 雇用保険受給者の状況 

雇用保険受給者実人員については、前年同月比6.7%増となった。 

 

※対前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業について下線で示している。 















































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 特集 令和６年の求人・求職の動き ― 
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＝今月の特集＝ 
 

― 令和６年の求人・求職の動き ― 
 
1 概   況 

令和６年における労働市場の動向をみると、求人数は前年に引き続き減少基調が見られ、新
規求人数、有効求人数ともに前年を下回った。求職者数は前年までの減少基調に変化が見られ、
新規求職申込件数は前年を下回ったが、有効求職者数は前年を上回ることとなった。 

具体的には、新規求人数は前年比 2.5％の減少、新規求職申込件数は同 1.2％の減少となり、
新規求人倍率（原数値）は前年から 0.04 ポイント低下し 2.36 倍となり、また、有効求人数は
前年比 2.3％の減少、有効求職者数は同 3.4％の増加となり、有効求人倍率（同）は前年から
0.07 ポイント低下し 1.28 倍となった。 

 
2 求人の状況 

(1)新規求人の動き※ 
令和６年の新規求人数は、月平均で 44,051 人と前年（月平均 45,201 人）を下回り、前年比

2.5％減少した。うち一般は 26,965 人（同 1.1％減）、パートタイムは 17,085 人（同 4.8％減）
となった。 

新規求人数の動きを主要産業別にみると、卸売業，小売業（前年比 3.8％増）、金融業・保険
業(同 18.9％増)、不動産業、物品賃貸業（同 3.8％増）、医療，福祉（同 1.7％増）が前年比で
増加し、建設業（同 3.4％減）、製造業（同 8.9％減）、情報通信業（同 0.4％減）、運輸業，郵便
業（同 3.0％減）、学術研究，専門・技術サービス業（同 3.0％減）、宿泊業，飲食サービス業（同
13.5％減）、生活関連サービス業，娯楽業（同 11.2％減）、サービス業（同 1.8％減）が前年比で
減少した。 

 
(2)有効求人の動き 

令和６年の有効求人数は、月平均 129,605 人と前年（月平均 132,659 人）を下回り、前年比
2.3％減少した。うち一般は平均 80,234 人（同 0.6％減）、パートタイムは平均 49,370 人（同
5.0％減）となった。 

 
3 求職の状況 
 (1)新規求職者の動き 

令和 6 年の新規求職申込件数は、月平均 18,648 件と前年（月平均 18,870 件）を下回り、前
年比 1.2％減少した。年齢層別では、45 歳未満は前年比 4.3％減、45 歳以上は同 1.4％増、55
歳以上は同 3.8%増となり、性別では、男性は同 0.3％増、女性は同 2.5％減となった。 

 
 (2)有効求職者の動き 

令和６年の有効求職者数は月平均 101,424 人と前年（月平均 98,086 人）を上回り、前年比
3.4％増加した。年齢層別では、45 歳未満は前年比 1.2％増、45 歳以上は同 5.2％増、55 歳以
上は同 7.7％増となり、性別では、男性は同 4.1％増、女性は同 2.7％増となった。 

 
4 就職の状況 

令和６年の就職件数は月平均 3,997 件（前年比 3.9％減）となり、雇用形態別の状況をみる
と、一般は前年比 6.1％減、パートは同 1.9％減となり、就職率（就職件数／新規求職申込件
数）は、21.4％と前年（22.0％）に比べ 0.6 ポイント低下した。 

 
5 求人倍率の状況 

令和６年の平均有効求人倍率（原数値）は、1.28 倍となり、前年（1.35 倍）から 0.07 ポイ
ント低下した。 

これを期別（季節調整値）でみると、1～3 月期 1.30 倍（前年同期差 0.09 ポイント低下）、4
～6 月期 1.29 倍（同 0.06 ポイント低下）、7～9 月期 1.25 倍（同 0.10 ポイント低下）、10～12
月期 1.27 倍（同 0.05 ポイント低下）となった。 

 
 
※対前年比については、産業分類改定による影響のある産業について下線で示している。 



一般職業紹介状況（令和 6年分)
(令和 6年 1月～ 6年12月)

　

18,648 件 18,870 件 △ 1.2 ％

101,424 人 98,086 人 3.4 ％

44,051 人 45,201 人 △ 2.5 ％

129,605 人 132,659 人 △ 2.3 ％

3,997 件 4,160 件 △ 3.9 ％

2.36 倍 2.40 倍 △ 0.04 ポ

1.28 倍 1.35 倍 △ 0.07 ポ

11,226 件 11,413 件 △ 1.6 ％

58,904 人 57,510 人 2.4 ％

26,965 人 27,262 人 △ 1.1 ％

80,234 人 80,707 人 △ 0.6 ％

1,880 件 2,003 件 △ 6.1 ％

2.40 倍 2.39 倍 0.01 ポ

1.36 倍 1.40 倍 △ 0.04 ポ

7,422 件 7,457 件 △ 0.5 ％

42,520 人 40,576 人 4.8 ％

17,085 人 17,939 人 △ 4.8 ％

49,370 人 51,952 人 △ 5.0 ％

2,117 件 2,157 件 △ 1.9 ％

2.30 倍 2.41 倍 △ 0.11 ポ

1.16 倍 1.28 倍 △ 0.12 ポ

（注）1 新規学卒を除き、パートを含む。

　　　2 数値は、月平均である。

　　　3 四捨五入のため内訳と合計が一致しない場合がある。また、対前年比は、年計の増減率である。

　　　4 ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照。

（注）1 新規学卒を除き、パートを含む。

　　　2 数値は、月平均である。

　　　3 ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照。
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